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１ 恵那市鶴岡財産区有地活用事業者公募の趣旨  

恵那市鶴岡財産区有地を有効に活用し、地域に配慮しつつ継続的かつ効果的に活用する

ことができる事業者（以下「利用者」という。）を幅広く公募し、優先交渉権者等を選定

します。 

  

２ 公募方法と選考  

本件は、利用者を公募し、利活用の提案内容により選考するものです。応募事業者が事

業計画を立て、施設整備を行い、事業を運営する提案について公募します。  

事業の優先交渉権者の決定にあたっては、公募型プロポーザル方式により選定し、審査

の結果、もっとも優れた提案を行った者を優先交渉権者とします。  

優先交渉権者は、恵那市鶴岡財産区との間で、賃貸借契約の締結並びに必要な手続きを

行った後に事業に着手するものとします。  

    

３ 対象用地  

    対象となる用地は次のとおりです。  

① 所在地      恵那市山岡町原字向山 1532 番地 147  

② 用地面積及び地目 47,531 ㎡  雑種地 

③ 都市計画区域区分  都市計画区域外  

④ 用途地域        無指定  

⑤ 重要告知事項 

１） 本用地は旧山岡町時代に廃棄物処分場として利用されており、覆土をした土

地である。従って、土地の陥没や地中障害物があると予測されるが、万が一こ

のような事象が発現した場合については、利用者により対処、解決をするこ

と。従って恵那市鶴岡財産区は責任を負わない。 

２） 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第 15 条の

19 に基づく土地の形質の変更がある場合は、環境政令で定める届出に係る事

項等整理し、恵那市鶴岡財産区と協議をすること。 

３） 本用地の一部は、ドクターヘリの発着場に指定しているため、その部分には

構造物の設置ができない。また、ドクターヘリの発着時には暴風・風圧や砂利

の舞い上がりなどが想定されるが、ヘリコプターの特性に係る被害には、恵那

市鶴岡財産区及びドクターヘリ運営者は責任を負わない。 

 

４ 事業者提案の公募条件  

（１） 基本事項  

① 土地の利用にあたっては、関係法令を遵守してください。また、活用事業のため

に必要な各種法令等の手続きは、利用者が行うものとします。  

② 応募に際しては、必ず現地を確認し、周辺環境を把握した上で、実現可能な提案

をしてください。  



2  

③ 当該対象用地の優先交渉権者は、速やかに恵那市鶴岡財産区と賃貸借契約に向け

た協議を開始することとしますが、協議にあたり、提案した当初の事業計画につい

て、事業内容の大幅な改変や長期にわたるスケジュールの延期等が認められる場

合、恵那市鶴岡財産区は優先交渉権者の資格を取り消すことができるものとしま

す。  

④ 当該対象施設の優先交渉権者は、速やかに地域住民を対象とした事業内容等の説

明会を開催することとし、地域住民の意見等を十分に聴取した上で、可能な限り事

業計画への反映に努めるものとします。また、地域住民との交流や連携を大切に

し、良好な信頼関係の形成や周辺の住環境への影響に配慮するものとします。  

⑤ 優先交渉権者の決定から概ね 1年以内に事業を開始することとしますが、事業開

始に目途が立たない場合は、恵那市鶴岡財産区は次点の者を優先交渉権者とし、協

議を行えるものとします。  

⑥ 恵那市鶴岡財産区は、契約の履行状況を確認するため、必要に応じて使用状況を

調査し、または、利用者に必要な報告を求めることができるものとします。  

 （２） 貸付に関する事項  

① 利用者は第三者に転貸することはできません。優先交渉権者自ら事業を実施する

こととします。  

② 本事業の公募では、地域活性化への貢献など事業内容を特に重視して優先交渉権

者を選定することとしていますが、応募事業者において土地貸付の価格も審査対象

とします。なお、予定価格の設定は行っていません。  

③ 貸付の条件は次のとおりです。 

１） 貸付料については、応募事業者において希望する価格（年額）をご提案くだ

さい。提案にあたっては、自らの事業計画及び資金計画に基づき実現可能な価

格で（年額）提案してください。  

２） 貸付期間は、貸付の日から 10 年以上（所要の改修期間を含む）の期間でご

提案ください。契約満了の際は、双方合意の上、更新できるものとします。  

３） 次の項目については、利用者の負担とします。  

ⅰ 契約に要する費用 

ⅱ 土地の陥没、地下支障物撤去に要する費用  

ⅲ 「４ 事業者提案の公募条件」の「 （１） 基本事項」の「③」に関する法

令等適合を目的とする手続きや修繕に要する費用 

ⅳ 利用期間中における破損等（天災によるものも含む）に要する修繕費用  

ⅴ 貸付期間を満了したとき及び使用を中止する場合の原状回復費用 

４） 次の行為を禁止します。ただし、選定された事業に反しない範囲において真

にやむを得ない理由があるものとして事前に恵那市鶴岡財産区の承諾を受けた

場合は、この限りではありません。  

ⅰ 賃借権を移転すること。  
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ⅱ 選定された事業に反することとなる地上権、質権、使用賃借による権利また

は賃借権、その他使用及び収益を目的とする権利の設定を行うこと。  

５） 利用者が故意または過失により利用物件を損傷したときは、利用者は恵那市

鶴岡財産区に対し損害を賠償する責任を負うものとします。  

６） 利用者の責めに帰すべき事由により利用者等の第三者に損害が生じた場合

は、利用者が損害を賠償する責任を負うものとします。  

７） 恵那市鶴岡財産区との賃貸借契約締結後、物件に隠れた瑕疵があることを発

見しても、賃貸代金の減免または損害賠償の請求若しくはこの契約の解除をす

ることはできません。  

８） 現状有姿での貸付とします。利用者への引き渡しは、恵那市鶴岡財産区との

間で、賃貸借契約の締結後とします。  

  

５ 活用上の条件等  

（１） 看板等の設置や景観への配慮  

看板を設置する場合、あるいは建物等の外装を行う場合は、恵那市景観条例（平成

24 年条例第 4号）、岐阜県屋外広告物条例（昭和 39 年条例第 47 号）等の手続きが必

要になります。  

（２） 地中障害物等   

事業の支障となる地中障害物等が存在した場合は、関係法令等を遵守し、事業者自

らの責任と費用負担で撤去することとします。   

（３） 敷地内の立木  

立木の伐採等を行う場合は、恵那市鶴岡財産区と協議してください。  

  

６ 応募資格  

応募事業者は、次に掲げる資格基準を満たす、法人格を有する団体または法人格を有す

る複数の団体からなるグループとします。ただし、恵那市鶴岡財産区と本契約を締結する

までに法人格を取得見込みの団体の応募も可能とします。  

複数の団体等からなるグループとして応募する場合は、代表の団体を設定することと

し、この代表団体は法人格を有するものとします。資格基準を満たさない団体等が含まれ

るグループは応募不可とします。また、同一の団体等が複数のグループに属して応募する

こと及び別途単独で応募することは不可とします。  

（１） 資格基準  

① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4第 1項（同令 167 条の

11 第 1 項において準用する場合を含む。）の規定に該当しないこと。  

② 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続きの開始の申立てがな

されていない者及び民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続き開

始の申立てがなされていない者であること。  
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③ 恵那市入札参加資格停止要綱（平成 16 年告示第 9号）の規定による入札参加資

格停止の期間中でない者であること。  

④ 恵那市が行う契約から暴力団排除に関する措置要綱（平成 23 年告示第 1号）の

規定による入札参加資格停止措置の期間中でない者であること。  

⑤ 国税、都道府県税及び市町村税を完納している者であること。  

⑥ 前各号に掲げるもののほか、恵那市鶴岡財産区管理者が必要と認める要件を満た

している者であること。  

 （２） 応募資格の喪失等  

応募資格を満たすことが確認された者が、その確認後において、次のいずれかに該

当するときは、本利活用に係る提案を行うことができないこととします。また、既に

提出された提案書等があるときは、その提案書等を無効とします。   

① 前項の資格基準を満たさないこととなったとき。  

② 提案書その他提出書類に虚偽の記載をしたとき。  

③ 評価委員会の委員及び事務局関係者に、直接間接を問わずプロポーザルに関して

不正な接触又は要求をした場合  

④ 評価の公平性に影響を与える行為があったと委員会が認めた場合  

 

７ 応募の手順  

（１） 全体のスケジュール  

内   容  日   程  

公募要領の公表、配布開始 
令和 7年 8月 12 日（火）から 

令和 7年 8月 29 日（金）まで 

質問受付期間 
令和 7年 8月 12 日（火）から 

令和 7年 8月 29 日（金）まで 

現地見学期間 令和 7年 8月 21 日（木） 

応募登録書類の提出期間 
令和 7年 8月 12 日（火）から 

令和 7年 8月 29 日（金）まで 

資格審査の実施 
応募登録書類受領後から 

令和 7年 9月 10 日（水）まで 

活用提案書類の提出期間 
提案資格確認結果通知書受領後から 

令和 7年 9月 24 日（水）まで 

プレゼンテーション審査の実施 令和 7年 10 月中旬 

優先交渉権者の選定・通知 令和 7年 10 月下旬 



5  

内   容  日   程  

賃貸借契約の締結 令和 7年 10 月下旬 

（２） 公募要領の配布  

① 配布期間  

      令和 7年 8月 12 日（火）から令和 7年 8月 29 日（金）まで（土日祝日を除く）  

② 配布時間  

      午前 9時から午後 5時まで  

③ 配布場所  

      恵那市山岡振興事務所 ※ 恵那市ホームページでもダウンロードできます。   

（３） 質問及び回答  

本公募要領に関して不明な点がある場合には、次の方法により「質問書（様式 7

号）」を提出してください。  

① 受付期間  令和 7年 8月 12 日（火）から令和 7年 8月 29 日（金）まで  

② 提出方法  電子メールによる（持参その他の方法は不可）  

③ 提出先   恵那市山岡振興事務所  

電子メール：yamaokashin@city.ena.lg.jp  

④ 回答方法  質問に対する回答は、質問者を明らかにせず恵那市ホームページに

公表します。  

（４） 現地見学  

令和 7年 8月 21 日（木）午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで現

地見学を実施します。前日の 20 日（水）までに「10 担当窓口」へお問い合わせくだ

さい。時間調整を行います。 

（５） 応募登録書類の提出  

① 提出期限  令和 7年 8月 29 日（金）必着  

② 提出方法    「④」の提出書類を持参または郵送により提出してください。 

郵送の場合には、配達日時が確認できる方法とし、8月 29 日

（金）必着とします。その場合、郵送提出の旨を事前に「10 担当

窓口」まで連絡してください。  

③ 提出先   〒509-7692 岐阜県恵那市山岡町上手向 1228 番地 1 

 恵那市山岡振興事務所  

④ 提出書類   

１） プロポーザル提案意向申請書（単独応募用、グループ応募用）（第 1号様

式）  

２） 応募事業者概要書 （第 2号様式）  

※ グループとして応募する場合は、２）についてはすべての団体等が提出してく

ださい。  
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⑤ 資格審査  

応募登録書類の受領後、順次審査を実施し、審査が済み次第、電子メールの送信

とともに普通郵便により「プロポーザル提案資格確認結果通知書（第 3号様式）」

を発送します。  

⑥ 応募辞退届の提出  

「プロポーザル提案資格確認結果通知書（第 3号様式）」の受領後、プレゼンテ

ーション審査を辞退する場合は、令和７年 9月 24 日（水）までに書面にて辞退

届（任意様式）を持参または郵送にて提出するものとします。   

（６） 提案書類の提出  

① 提出期限  

       「プロポーザル提案資格確認結果通知書（第 3号様式）」の受領後から令和 7年

9月 24 日（水）必着  

② 提出方法  

「プロポーザル関係書類提出要請書（第 4号様式）」により「⑤」の提出書類を

要請しますので、所定の期日までに持参または郵送にて提出してください。  

郵送の場合には配達日時が確認できる方法とし、令和７年 9月 24 日（水）必着

とします。その場合、郵送提出の旨を事前に「10 担当窓口」まで連絡してくださ

い。  

③ 提出先   〒509-7692 岐阜県恵那市山岡町上手向 1228 番地 1 

恵那市山岡振興事務所  

④ 書式等  

用紙は A4 判、書式は任意とします。「事業提案書（第 6号様式）」は図表、写真

等の説明分を含め最大 10 ページまでとし、様式内の記入項目は、必ず遺漏のない

ように記載してください。なお、事業提案書がプレゼンテーション資料となります

ので、わかりやすいものとしてください。  

⑤ 提出書類  

１） 応募申込書（第 5号様式）  

２） 事業提案書（第 6号様式）※提出後の追加提出はできません。  

３） 定款（写し）  

４） 法人登記簿謄本 （提出日前の 3か月以内に発行されたもの。原本）  

５） 団体等の事業前年度における事業報告書（写し）  

６） 団体等の事業前年度における収支計算書（写し）  

７） 団体等の事業前年度における貸借対照表及び財産目録（写し）  

８） 国税及び地方税の納税証明書  

※ 応募に当たっては、提案内容（計画）が各種法令等に抵触しないか、事前に関

係部署と協議を行ってください。  

※ グループとして応募する場合は、３)から８)についてはすべての団体等が提出

してください。  



7  

 ８ 優先交渉権者の選定方法  

（１） 選定の手順  

① 事業提案書の提出 

公募期間内に事業提案書及び提出書類の提出をしてください。  

② 参加の資格審査  

提出書類を確認し、参加の資格審査を実施します。  

③ 評価委員会の設置  

優れた提案内容を応募した優先交渉権者を選定するため、「恵那市鶴岡財産区有

地活用プロポーザル評価委員会」（以下「評価委員会」という。）を設置します。  

④ 評価委員会の開催  

参加の資格審査を通過した応募事業者を対象に評価委員会を開催し、プロポーザ

ルに係る書類審査及びプレゼンテーション審査を行います。なお、評価委員会の会

議は非公開です。   

（２） プレゼンテーション審査の実施  

事業提案内容について、次によりプレゼンテーション審査を実施します。  

① 日程  令和 7年 10 月中旬予定  

② 場所  恵那市山岡振興事務所 2階小会議室  

③ 内容 

 １） 事業提案書（第 6号様式）及びの説明（20 分以内）  

２） 質疑応答（10 分程度）  

④ 出席者  説明者 3人以内  

⑤ 使用機器等  パソコンを持参し使用することができます。  

※ プロジェクター、スクリーンは恵那市で準備しますが、予めパソコンとの互換性

を確認してください。  

⑥ プレゼンテーション資料  

使用する資料は、「７ 応募の手順」の「 （６）提案書類の提出」のうち、「２) 事

業提案書（第 6号様式）」のみとします。  

※ プロジェクター等を使用した拡大映像での説明可。ただし、提案書提出時に提出

していない新たな資料は使用不可とします。  

⑦ 失格  欠席または遅刻した応募事業者は、失格とします。  

⑧ その他  準備は速やかに行ってください。（概ね 5分）   
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（３） 評価項目及び評価基準 

評価項目及び評価基準は次のとおりです。  

評価項目 評価内容 

事 業 者 

適格性 提案する事業の経験及び実績があるか 

安定性 
資金、設備、人材、管理能力、知見、ノウハウ等の経営

基盤があるか 

事業概要 
将来性 

事業内容は、具体的で実現性の高い提案であり、かつ将

来性があるか 

的確性 公募条件に対する理解度、対応度などの的確性があるか

事業計画 

実現性 事業開始までのスケジュールが具体的で実現性があるか

継続性 
事業の年次計画及び資金計画が適正で実現性や継続性が

あるか 

地域貢献 

協調性 

地域コミュニティ活動等に配慮した事業提案となってい

るか 

周辺環境に配慮した事業提案となっているか 

発展 

可能性 
雇用の創出や地域への経済効果が期待できるか 

賃貸借料の提案価格 配点×（当該事業者の賃貸価格÷最高賃貸価格） 

（４） 優先交渉権者の選定・通知  

評価委員会による採点の結果を踏まえ、最終的に恵那市鶴岡財産区が優先交渉権者

を選定します。なお、応募者の多少にかかわらず優先交渉権者なしとする場合があり

ます。結果については、様式第８号結果通知書において、普通郵便により個別に発送

します。  

（５） 地域説明会の実施  

優先交渉権者は、提案事業の内容について、速やかに地域説明会を実施しなければ

ならない。開催日時及び場所等については、恵那市鶴岡財産区と協議でのうえ行うこ

ととします。   

（６） 賃貸借契約の締結  

恵那市鶴岡財産区・優先交渉権者の双方が合意に達した場合、本契約を締結しま

す。協議の結果双方合意に至らなかった場合、それまでの検討に要した費用等につい

て、恵那市鶴岡財産区では一切補償しません。  

  

９ その他の事項  

① 恵那市鶴岡財産区が提示する書類及び資料は、応募に係る検討以外の目的で使用

することを禁じます。  
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② 本事業への参加費用、その他費用については、すべて応募者の負担とします。  

③ 応募書類の提出後、これに係る一切の修正等は認めません。ただし、明らかな誤

りであって、その修正を恵那市鶴岡財産区が認めた場合、または、本事業の公正な

実施に支障のおそれがある場合で恵那市鶴岡財産区の指示のあったものについて

は、この限りではありません。  

④ 提出書類等は、返却しません。  

⑤ 提出書類等に記載された個人情報は、本選定に関する事務においてのみ使用し、

それ以外には使用しません。  

⑥ 提出書類等は、原則として公開しません。ただし、本選定に係る情報公開請求が

あった場合には、恵那市情報公開条例の規定に基づき、応募者に明らかに不利益を

与えると認められる等の情報を除き、応募者の承諾を得ずに提出書類等を公開でき

るものとします。  

⑦ 選定結果及びその審議の内容に関し、応募者からの照会には一切応じません。  

⑧ 本事業の説明会は、実施しないものとします。  

⑨ 提出書類に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円並びに日本国の標準時

及び計量法（平成 4年法第 51 号）に定める単位に限るものとします。  

⑩ 本要領に定めのない事項については、当事者間での協議の上、決定します。  

  

10 担当窓口  

〒509-7692  

岐阜県恵那市山岡町上手向 1228 番地 1   恵那市鶴岡財産区  

電話：0573-26-6861 FAX：0573-56-2621 

電子メール：yamaokashin@city.ena.lg.jp  

  


